






※３　特定空家等

　空家特措法第2条第2項で規定する「特定空家等」とは、以下のいずれかの状態にある空家等

をさします。

①そのまま放置すれば、倒壊等、著しく保安上危険となるおそれのある状態

②そのまま放置すれば、著しく衛生上有害となるおそれのある状態

③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態

④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ガイドライン」－第1章1

※４　その他空き家

　住宅・土地統計調査における「その他の住宅」に属する空き家をさします。

　住宅・土地統計調査における「その他の住宅」とは、「賃貸用又は売却用の住宅」又は「二次

的住宅」以外の人が住んでいない住宅で、例えば転勤・入院等のために居住世帯が長期にわた

って不在の住宅や、建て替え等のために取り壊すことになっている住宅等をいいます。

　住宅・土地統計調査における「賃貸用又は売却用の住宅」とは「新築・中古を問わず、賃貸

又は売却のために空き家になっている住宅」をいいます。

　住宅・土地統計調査における「二次的住宅」とは「別荘（週末や休暇時に避暑・避寒・保養

等の目的で使用される住宅で、普段は人が住んでいない住宅）」及び「その他住宅（普段住ん

でいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊りするなど、たまに寝泊りしている人がい

る住宅）」を合計したものをいいます。

　住宅・土地統計調査における「空き家」とは、上記の「賃貸用又は売却用の住宅」、「二次

的住宅」及び「その他の住宅」を合計したものをいいます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  基本指針一1（1）
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1.2  空家等を取り巻く環境

（1）全国

　近年、高齢化や人口減少、住宅等の老朽化、生活様式の変化等に伴い、空家等　 の

数が全国的に増加しています。総務省統計局の住宅・土地統計調査　　によると、平成

25年の全国の空き家は、約820万戸となっており、このような空家等の中には、適切な

管理がなされずに放置されることで、地区・地域において安全性、公衆衛生、景観等の

面で問題を生じさせているものもあります。

　そのため平成26年11月27日に空家等対策の推進に関する特別措置法（以下、「空家

特措法」という。）が公布され、「空家特措法」に基づく国の考え方が示されました。

さらに、平成27年2月26日に総務省及び国土交通省によって、空家等に関する施策を

総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（以下、「基本指針」という。）が定め

られました。空家特措法第2条第2項に定義される「特定空家等　 」については、市

町村長がその所有者に対して講ずることができる措置が規定されており、その措置に

は強い公権力の行使が含まれることから、措置に係る手続きについての透明性及び適

正化が求められています。その参考として、「特定空家等に対する措置」に関する適

切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）が定められました。

　また、平成28年3月に今後10年間の住宅政策の指針として住生活基本計画の見直しが

行われ、急増する「その他空き家　 」の数を約400万戸程度に抑制し、既存住宅の流

通と空き家の活用の促進、住宅ストック活用型市場への転換の推進が明記していま

す。

※１　空家等

　「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていな

いことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいいます。

ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものは除きます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 空家特措法第1条1項

　ここでいう「建築物」とは建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第１号の「建築物」と

同義であり、土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱又は壁を有するもの（これに類する構

造のものを含む。）、これに附属する門又は塀等をいい、また「これに附属する工作物」とは

ネオン看板等、門又は塀以外の建築物に附属する工作物が該当します。

　使用していないことが「常態」であるものとは、概ね年間を通して建築物等の使用実績がな

い状況を示しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基本指針一３（１）

※２　住宅・土地統計調査
　住宅・土地統計調査は、住宅及び住宅以外で人が居住する建物と居住している世帯を対象と

し、市町村の人口規模別に調査対象区を抽出して全体を推計する標本調査です。

※３

※４
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1.3  現状の課題

　住宅・土地統計調査等のデータ整理、空家等実態調査から判断すると、掛川市におけ

る空家等対策には以下のような課題があります。

●空き家の老朽化

　空き家のうち、920戸は腐朽・破損があり、そのうち520戸が管理されにくい「その

他の住宅」となっています。現状では、全空き家のうち約1割に何らかの腐朽・破損と

いった何らかの欠陥がみられますが、今後、空き家のまま放置され続けた場合、これ

らの空き家数は増加する可能性が高いと見られています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　資料編4

　

●中古住宅の流通経路の不足

　戸建住宅の空き家のほとんどが「その他の住宅」であり、戸建住宅の流通がないこと

がわかります。一方、共同住宅の空き家は、大半が賃貸用の住宅となっており、逆に住

宅ストック過多の状態となっています。

　掛川市において、住宅総数に占める中古住宅数は増加傾向にあるものの、中古以外の

住宅が中古住宅の約20倍あることから、中古住宅の流通が促進されているとはいえま

せん。今後、中古住宅の流通をどのように促進していくか、対応が求められます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　資料編4、5

　

●増加する戸建て空き家

　空き家の発生は、転居に起因する場合と、世帯分離後の高齢世帯主の死亡による場合

が多いと推測できます。

　掛川市内の高齢者は、持家率が高く、その多くは戸建住宅に居住しており、単身世

帯数、高齢単身世帯数は、全体の増加率よりも高い増加傾向を示しているため、今後も

この傾向が継続すれば掛川市全体で加速度的に戸建て空き家が増加していくと考えら

れます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　資料編8

●高齢単身世帯、高齢夫婦世帯の増加

　掛川市内では65歳以上の単身世帯、65歳以上の夫婦世帯の合計が6,270世帯ありま

す。高齢者になればなるほど持家率が高いことから、今後、空き家となる可能性が非常

に高い空き家予備軍が市内に相当数存在していると言えます。

　これらの空き家予備軍に対して、高齢者の持家を将来的に身内が活用したり、期限付

きで若者に賃貸したりするなど、空き家予備軍の発生を抑制する取り組みが求められま

す。

また、親世帯と子世帯が離れて暮らしている場合、親世帯が高齢等の理由で自宅を離

れて長期入院や施設に入所する際に、親世帯の持家が空き家となる可能性が高くなりま
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（2）掛川市

　掛川市では、特に保安上著しく危険な空き家や、著しく景観を損なう空き家、衛生

上有害な空き家、生活環境の保全のために不適切な空き家の発生は、地域住民の生活

環境に深い影響を与えているとし、平成26年4月1日に「掛川市空き家等の適正管理に

関する条例」（以下、「空家条例」という。）を施行しています。

　平成25年住宅・土地統計調査によると、掛川市には、空き家総数6,760戸、うち腐朽

・破損した戸建ての空き家が５４０戸あると推定されています。

　また、平成28年度に掛川市が実施したデータ調査結果（水道閉栓情報、固定資産税

情報、住民基本台帳情報を活用した机上調査）によると、2,730戸の空き家候補が市内

に点在していることがわかりました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 資料編16

　掛川市においても、今後の人口減少だけでなく高齢単身世帯の増加や社会動態に伴っ

て、空き家の急速な増加が予想されます。そのため、空き家の増加に伴う地区・地域

の魅力低下や治安悪化等の外部不経済　　の発生を未然に防ぎ、空き家を地区・地域

資源に変える取り組みを推進していく必要があります。

　そこで、掛川市では、空き家をその性質から4つの分類、3つの段階　  に分けた上

で、空き家の適正な管理や活用をさらに促進させるための取り組みを総合的、かつ計画

的に進めるため、「掛川市空家等対策計画」（以下、「本計画」という。）を策定する

こととしました。

※５　外部不経済

　個人や企業の経済活動が第三者に不利益や損害を与えること。外部不経済の代表的な例とし

ては公害問題があります。

例）空き家が地区・地域に存在することで、ネズミやカラス等の害獣の発生、ごみの不法投棄や

雑草の繁茂による景観阻害、不法侵入や放火等のリスクの上昇が発生し、第三者である周辺住

民に対して不利益や損害を与えてしまいます。

※６　４つの分類、３つの段階

　国保新聞（平成27年２月10日）に掲載された空き家の４分類「市場空き家」「非市場空き家」

「特定空家等」「自然空き家」を基に、本計画では、空き家の状態に応じて「流通空き家」「非

流通空き家」「特定空家等」「自然空き家」の4つの分類、「予防」「活用」「除却」の3つ段

階に分けて対策を講じ、適宜、専門家組織等と連携しながら状態及び段階に応じた対応を行って

いきます。

※６
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空き家を“負債”ではなく“資産”とするために

2.1  空き家の問題はまちづくりとしての政策課題

　一戸の空き家放置が次の空き家の発生を誘発する可能性は小さくなく、それが周辺

住民の外部不経済となれば、地区・地域の魅力低下につながってしまいます。

　空き家の問題は、空き地、空き店舗、耕作放棄地、ごみ屋敷、廃棄物置き場におけ

る問題と同じく、所有者のモラルだけを問う問題ではなく、社会経済の根深い所から

発生する「まちづくりとしての政策課題」として捉えるとともに、地区・地域全体で

包括的に取り組むべき問題と言えます。そうすることで問題意識を社会全体で共有さ

れ、地区・地域活力の改善や維持・向上につながっていきます。

　掛川市においては、以下の理念を掲げて空家等対策を推進していきます。

■空家等対策を人口減少、都市縮小時代の「まちづくりマネジメント」として捉え、空

き家によって発生する外部不経済を地区・地域の魅力（地区・地域資源）に変え、価値

を向上させる取り組みを推進します。

●空き家の問題は複雑で、従来の発想だけでは解決できません。これまでの公共、民

間といった二分論ではなく、「公共の担い手は、行政だけではない」という意味での

「新しい公共論」に基づき、多種多様な専門的な知識を有するタスクフォース  （民

間専門家組織）を構築します。

●地区・地域である「ご近所の底力」、民間専門家組織である「タスクフォース」、庁

内横断的連携の「行政」の協働で推進します。

●空き家が問題ではなく、放置され老朽化することで周辺へ悪影響を与えたり、有効

に活用されなかったりして地区・地域活力が低下することが問題なのです。住み替え、

相続、終活の段階で、将来を見据えた適切な対応が必要なことから、「住まい教育」を

推進します。

　掛川市は、これらの理念「まちづくりマネジメント」、「新しい公共論（タスクフォ

ースの構築）」、「「ご近所の底力」×「タスクフォース」×「行政」の協働」、「住

まい教育」により、特定空家等「０」のまちをめざします。

※ タスクフォース

　ある課題を解決するために構成された組織。本計画では、空き家の除却、活用の推進を目的

に、地区・地域と連携してエリアマネジメントとして主体的に取り組む建築士、宅地建物取引

士、弁護士、司法書士、公認会計士等から構成される組織を指します。
　

※

ゼロ

第２章  基本理念　～特定空家等「０」を目指して～
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